推進派の２つのターゲットに警戒を！

｢６歳未満児は禁忌｣の改変・900ppm洗口剤の製剤化

■「６歳未満児は禁忌」｢900ppmの洗口剤なし｣が推進派の壁

フッ素応用推進の大本山、日本口腔衛生学会は二つの障壁突破に本腰を入れ始めている。

一つは、「フッ素洗口は６歳未満児に禁忌である」とする1994年ＷＨＯ勧告（テクニカル・レポート）の撤廃、二つは、900ppm洗口剤の製剤化である。この二つは推進派にとって、集団フッ素洗口が無診察治療（歯科医師法第20条違反）の医療行為であることと、普及拡大が思うように進まない壁であると見ているからである。

　同学会機関誌（07年1月）などによれば昨年10月、フッ化物応用委員会：磯崎篤則委員長（朝日大歯学部教授）が「　1）900ppmフッ化物洗口剤について、業者が厚生労働省に認可を求めているが、論文などの裏づけ資料が必要とのことで、そのサポートをしている　2）フッ化物洗口剤ならびにフッ化物洗口液の取扱いについて、日本歯科医師会、日本歯科医学会に質問状を提出することになっている」と役員会に報告している。

　第７回アジア予防歯科学会（渡邊達夫大会長：岡山大）が昨年11月岡山で開催された。その報告によれば、「６歳未満児は禁忌である」を改変すべく、「フロリデーション（水道水フッ素添加）などフッ化物全身応用が行われていない地域において、専門家の監督下にある場合、就学前からフッ化物洗口を開始することは口腔保健プログラムとして勧められる」との趣旨に賛成する署名が、シンポジストと座長12名全員から得られたという。

　また、ＷＨＯがフッ化物利用の新しいガイドライン作成に着手しているという（新潟大学：小川裕司ＷＨＯ特別研究員）。

■アメリカでさえフッ素制限の動きがあるのに

　フッ素応用を「国策」としているアメリカですら、アメリカ歯科医師会（ＡＤＡ）は予想以上の斑状歯の出現に驚き（国民から被害裁判を突きつけられることを避けるためか）歯科医師の会員向け「緊急報告」を2006年11月９日に出した。

	フッ素入り歯磨き剤は２歳以下使用禁止。フッ素洗口は６歳以下は推奨しない。フッ素サプリメント（液剤・錠剤）の服用は６ヵ月以下は推奨しない。（特に重要なのは）乳児（１歳以下）の粉ミルクをフッ素添加水で溶いてはいけない。0.3ppm以下のフッ素の少ないミネラルウォーターを使用するように、…保護者に説明せよ（多くの６歳以下の子どもは吐き出し機能が未発達）としている。


この通知の背景には、予想を超える斑状歯（フッ素症）の出現とＮＲＣ（全米研究協議会）レポート（2006年：水道水添加のフッ素濃度を下げるべきだなど３点指摘―本誌前号で紹介）の影響がある。

フッ素推進派の拠点の一つであるアメリカ疾病コントロールセンター（ＣＤＣ：2005年）の調査ですら、合衆国の就学児童の32％が斑状歯に罹患しており、２～４％は中等度の症状である。黒人やメキシカンは白人の２倍の斑状歯罹患率である（貧困、格差と関係している）。

日本の推進派は、「フッ素症の発現報告はない」とか「日本の子どもは洗口が上手だから」「全身応用を全くしていない」ことを理由に、ＷＨＯ勧告すら無視しつづけている。これは、現実を見ようとしない推進学者の詐欺的主張であり、医学統計上ありえない非科学的主張である。彼らの「フッ素症の発現は理論上ありえない　→　従って（疫学）調査の必要はない　→　（フッ素症の発現の）調査報告がないのだからフッ素症はない　→　だから安全である」との論法は、ＷＨＯが勧告しているモニタリング（監視）＝疫学調査を無視し、フッ素症発現の事実を隠ぺいする手である。

■製剤化により「試薬」投与の合法化ねらう

　900ppm洗口剤の市販製剤化は、推進派が2001年に「臨床試験なしに薬事法上の承認医薬品とするよう」厚生労働省に要望書を出して以来、執拗に画策してきた一つである。

現在多くの小中学校で使用されている900ppm洗口剤（週１回法）のフッ化ナトリウム（NaF）は、医用目的で人体に使用する商品（医薬品・食品など）ではなく、not for drug useと表記される試薬である。

　推進派は、この事実が明らかに薬事法第２条（「医薬品」の定義）に抵触することを熟知している。そして、全国各地での反対運動の根拠の一つもこの点にある。フッ化ナトリウム試薬という劇物（悪用防止物質）を、むし歯でもない子どもたちに無差別に投与していいわけがないからだ。

　推進派の磯崎教授・木本一成（神奈川歯科大）講師によれば、試薬洗口剤を使用している人数は次のようだという。

集団フッ素洗口と試薬洗口剤使用状況（06年3月）
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	比率

	保・幼園
	3,313 
	9.1%
	143,413 
	6.4%
	　
	　

	小学校
	1,528 
	6.6%
	300,912 
	4.2%
	　
	※68.76%

	中学校
	262 
	2.4%
	45,508 
	1.3%
	　
	

	養護・他
	28 
	2.8%
	1,501 
	2.7%
	　
	　

	合計
	5,131 
	7.2%
	491,334 
	3.8%
	176,389 
	35.9%


＊68.76％は、小中学校施設数の数値と思われる。

　磯崎教授は、幼保での集団実施地域で小中まで一貫した普及を図るためには、900ppm洗口剤の市販製剤化は必須であり、業者（製造企業）を督励する必要があると述べている。

　厚生労働省の「フッ化物洗口ガイドライン」通知にもかかわらず、2005年１月現在、フッ素応用をいまだに組み込まず、具体的なフッ素洗口に関する目標値を策定していない地域行政が存在するという。（都道府県85.1％、政令指定都市など95.0％）木本講師は、歯科大学などがこの現状を打開すべく重要な役割（先兵の役割）を果たすべきだと主張する。

　推進派の２つの要求は、科学的な事実や医学的水準とかけ離れた政治的なものである。集団洗口の拡大が、水道水にフッ素を添加するための一里塚であるという狙いをしっかり押さえておこう。
